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主要ニュース 

【内政】●ドラグネアＰＳＤ党首は，フィレアＰＳＤ副党首兼報道官を統一地方選挙における同党のブカレ

スト市長候補とすることを発表した。 

【外政】●ＥＵの再移転計画に基づきルーマニアに割り当てられたギリシャからの庇護申請者第一陣１５名

がルーマニアに到着し，ガラツィの施設に収容された。 

     ●２２日にベルギーで発生したテロ事件に関し，ヨハニス大統領，チョロシュ首相及びコマネスク

外相がテロ行為を非難し，ベルギー国民に対する連帯を示す声明を発出した。 

【経済】 ●２－１５日，ルーマニア経済・財政状況の分析及び政府関係者との協議のため，バキール団長

率いるＩＭＦルーマニアミッションがブカレストを訪問。 

         ●日本格付研究所（ＪＣＲ）は，ルーマニア国債の格付けを，外貨建で「ＢＢＢ－／ポジティブ」

から「ＢＢＢ／安定的」へ，レイ貨建で「ＢＢＢ／ポジティブ」から「ＢＢＢ＋／安定的」に，

それぞれ引き上げた。 

【我が国との関係】●第２０回日本語弁論大会が開催され，ルーマニアで日本語を学習する若者が熱意のこ

もったスピーチを行った。 

 

内政

■統一地方選挙に向けた動き 

・１８日，ドラグネアＰＳＤ（社民党。中道左派）党

首は，フィレアＰＳＤ副党首兼報道官を同党のブカレ

ス市長選挙候補に指名する旨発表した。 

 

■オプレア前副首相訴追を巡るＵＮＰＲ内の動き 

・２日，ＤＮＡ（国家汚職対策局）は，オプレア前副

首相兼内務相（ＵＮＰＲ（ルーマニアの進歩のための

国民同盟）党首。上院議員）に対する刑事訴追手続き

を開始した。職権濫用等の嫌疑がかけられていた同前

首相の訴追については，２月３日及び１７日に上院に

おいて同前副首相の議員特権を剥奪することが決定さ

れていた。 

・３日，オプレアＵＮＰＲ党首は，同党党首を辞任す

る旨発表した。 

・２５日，ブカレスト控訴院（注：我が国の高裁に相

当）は，ＤＮＡから提出されていたオンツァヌ・ブカ

レスト第二区長（ＵＮＰＲ）に対する３０日間の勾留

請求を承認した。同区長に対する収賄の嫌疑によるも

の。 

・２６日，ＵＮＰＲは臨時党大会を開催し，辞任した

オプレア前党首に代わり，ステリウ下院議員を新党首

に選出した。オプレア前党首は名誉党首に指名された。 

 

■ミハイ元国王の入院 

・２日，ミハイ一世元国王広報室は，ミハイ元国王は，

過日，扁平上皮癌及び慢性白血病の外科手術を受けた

ところであり，王室評議会は元国王の容態を注視して

いる旨発表した。また，ミハイ元国王は，王室広報室

を通じて，自身は公務から退きマーガレット王妃が代
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理を務める旨発表した。 

・１５日，ミハイ一世元国王報道室は，同元国王は入

院先のローザンヌ（スイス）の病院から退院し，自宅

で容態回復のための治療が継続される旨発表した。 

 

■情報機関による通信傍受に関する憲法裁判所判断 

・１０日，憲法裁判所は，刑事訴追に必要な通信傍受

の権限を検察及び警察のみならず他の専門性を有した

機関（注：情報機関）にも認めるルーマニア刑事訴訟

法を違憲と判断した２月１６日の決定に関する決定理

由を発表した。これに対し，ヘルヴィグＳＲＩ（ルー

マニア情報庁）長官は，１０日，検察ないし警察がＳ

ＲＩと同レベルの通信傍受を行えるようになるまでに

は，相当の期間と資金を要し，今般の憲法裁判所の決

定は，とりわけ国家安全保障に関する刑事事件に影響

を与えることになるだろうとの懸念を表明した。こう

した状況を受けて，同１０日，大統領府は，本件を扱

う国防最高評議会を１１日に開催する旨発表した。

（注：一連の動きは，現時点において通信傍受を効果

的に行うことができる唯一の機関であるＳＲＩから通

信傍受の権限を剥奪することが，ルーマニアが国を挙

げて取り組む汚職との戦いの進展に大きな負の影響を

与えることになると懸念されてなされたもの。） 

・１１日，チョロシュ首相及びプルナ法務相は，現時

点において通信傍受に必要な機材を備えているのはＳ

ＲＩのみであることを認めつつ，ＳＲＩ職員の関与を

排除しつつ，ＳＲＩが保有する機材を用いた通信傍受

を継続することを可能とする緊急政令を同日開催され

る国防最高評議会終了後採択する予定である旨発表し

た（その後国防最高評議会による承認を経て，同緊急

政令は採択された）。 

・１５日，在ルーマニア米国大使館及び在ルーマニア

英国大使館は，１１日に採択された緊急政令は法と憲

法裁判所の判断を尊重するものであるとして，同緊急

政令の採択を歓迎するプレスリリースを発出した。 

 

■与野党関係者の主な発言 

・３日，ゴルギウＰＮＬ（国民自由党。中道右派）共

同党首は，訪問先のルムニク・ヴルチャ市において，

チョロシュ首相の同党への参加をいつでも歓迎する旨

述べた。 

 

■世論調査 

・３１日付当地報道は，世論調査機関ＣＵＲＳが３月

９～１８日かけてブカレスト市民を対象に実施したブ

カレスト市議会選挙及びヨハニス大統領の評価に関す

る世論調査結果を掲載した。概要は次のとおり。（注：

１９９０年に設立されたＣＵＲＳ（Urban and Regional 

Sociology Center）は，当地において最も著名な世論

調査機関の一つ。最近の同機関による調査結果にはや

や社民党寄りの傾向が看取される。） 

 

－ブカレスト市議会選挙 

「次の日曜日にブカレスト市議会選挙が行われるとし

たらどの政党に投票しますか」 

ＰＳＤ       ３５．１％ 

ＰＮＬ       ２６．１％ 

ＵＳＢ       １１．０％ 

ＡＬＤＥ      １０．１％ 

ＰＭＰ        ５．８％ 

Ｍ１０        ３．８％ 

ＵＮＰＲ       １．３％ 

ＰＲＭ        １．０％ 

 

【政党略称】ＰＳＤ：社民党，ＰＮＬ：国民自由党，

ＵＳＢ：ブカレスト救出同盟，ＡＬＤＥ：自由民主主

義同盟，ＰＭＰ：国民の運動党，Ｍ１０：エムテン（マ

コヴェイ欧州議会議員による新党），ＵＮＰＲ：ルー

マニアの進歩のための国民同盟，ＰＲＭ：大ルーマニ

ア党 

 

－ヨハニス大統領に対する評価 

「ヨハニス大統領の大統領としてのスタイルを評価し

ますか，評価しませんか」 

評価する      ２７．５％ 

評価しない     ３８．０％ 

分からない     ３１．５％ 

無回答        ３．０％ 
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外政 

■主な要人往来 

・２月２９日－３月２日，コマネスク外相は，イラン

を訪問し，ローハニ・イラン大統領を表敬したほか，

ザリーフ・イラン外相と会談した（下記「イラン関係」

参照）。 

・７－９日，ヨハニス大統領は，イスラエルを訪問し，

リヴリン大統領と会談したほか，ネタニヤフ首相兼外

相等と会談した。引き続き，ヨハニス大統領は，パレ

スチナ自治区を訪問し（１０日），アッバース議長等

と会談した。 

・７－８日，チョロシュ首相は，ヨハニス大統領の名

代として，ブリュッセルで開催された欧州理事会に出

席した。 

・８日，チョロシュ首相は，訪問先のブリュッセルに

おいて，ストルテンベルグＮＡＴＯ事務総長と会談し

た（下記「ＮＡＴＯ関係」参照）。 

・９日，チョロシュ首相は，オランダを訪問し，ルッ

テ蘭首相と会談した（下記「オランダ関係」参照）。 

・１４日，コマネスク外相は，ブリュッセルで開催さ

れたＥＵ外務理事会に出席した。 

・１５日，コマネスク外相は，ルーマニアを訪問した

ヴェッラ・マルタ外相と会談した。 

・１７－１８日，ヨハニス大統領は，ブリュッセルで

開催された欧州理事会に出席した。 

・１７日，コマネスク外相は，ブリュッセルを訪問し，

レンデルス・ベルギー副首相兼外相と会談した。 

・２２－２４日，ヨハニス大統領は，トルコを訪問し，

エルドアン・トルコ大統領と会談した。このほか，ヨ

ハニス大統領は，ダーヴトオール・トルコ首相，トル

コ国会議長，イスタンブール市長等と会談した。 

・２５日，コマネスク外相は，ルーマニアを訪問した

ツルナダク・ボスニア・ヘルツェゴビナ外相と会談し

た。 

・３０日，ヨハニス大統領は，ワシントンで開催され

る核セキュリティー・サミットに参加するため，米国

に向けて出発した。 

 

■イラン関係 

・２月２９日－３月２日にかけてイランを訪問中のコ

マネスク外相は，１日，ローハニ・イラン大統領を表

敬したほか，ザリーフ・イラン外相と会談した。コマ

ネスク外相のイラン訪問は，同国に対する国際的な制

裁の解除及びＪＣＰＯＡ（包括的共同作業計画）履行

の日発表を受けて実現した。それぞれの会談の概要は

次のとおり。 

 

●ローハニ大統領 

－コマネスク外相は，ローハニ政権の開放政策及びイ

ランの核問題に関する合意署名と国際的な制裁の解除

によりイランが再び国際社会とともに歩み始めたこと，

そのことにより両国外務省が二国間問題及び地域・国

際情勢に関する協議を再開することができることに歓

迎の意を表明。 

－ローハニ大統領及びコマネスク外相は，両国が経済

面のみならず，文化・科学，その他の分野（教育，国

際機関における協力）においても協力の裾野を拡大す

る可能性を有していることで一致。ルーマニアによる

二国間ＯＤＡ供与の可能性についても確認された。 

－コマネスク外相は，イランはルーマニアにとって二

国間パートナーであるだけでなく，シリア，イエメン，

イラク，アフガニスタン，ＩＳＩＬとの戦いといった

地域の問題の解決やテロとの戦いにおいてもルーマニ

アの重要なパートナーであることを確認。 

－両者は，工業，エネルギー，石油化学，原油・天然

ガス，農業，運輸，教育，ＩＴ＆Ｃ及び研究・開発と

いった分野において，学術関係者及び経済関係者によ

る二国間協力が進むことの重要性を確認。 

 

●ザリーフ外相 

－両外相は，運輸，エネルギー，石油化学，原油・天

然ガス，農業，観光，文化及び教育といった分野にお

ける両国の協力関係強化の展望について議論したほか，

中東情勢，シリア，イエメン，リビア情勢といった国

際的な関心事項についても議論。 

－シリア情勢については，停戦合意が遵守され政治的

解決のための取り組みが行われることの重要性が強調
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された。また，コマネスク外相は，ＥＵの東部国境の

安全についても政治的解決が重要であることを改めて

指摘。 

－コマネスク外相は，ＥＵとして，イランが，テロと

の戦い，組織犯罪対策及，麻薬密輸及び人身売買とい

った課題に関して建設的な役割を果たすようになるこ

とを期待している旨表明。両外相は，ＥＵとイランが

ともに歩んでいく必要があることで一致。 

 

■欧州難民問題 

・３日，ギリシャからの庇護申請者１５名（シリア及

びイエメン出身）がルーマニアに到着した。同日，ル

ーマニアに到着した庇護申請者１５名は，ＥＵがＥＵ

加盟国に滞在する庇護申請者の再移転計画の一環とし

てルーマニアに割り当てた６，２０５人の枠の一部で

あり，ルーマニアに再移転される最初の例となる。同

庇護申請者１５名は，空路でギリシャからブカレスト

に到着した後，ガラツィ県（ルーマニア東部）にある

庇護申請者滞在・手続地域センターに収容された。 

 

■ＮＡＴＯ関係 

・８日，ブリュッセルを訪問中のチョロシュ首相は，

ストルテンベルグＮＡＴＯ事務総長と会談した。その

後行われた共同記者会見の模様につき，国営「アジェ

ルプレス」通信から概要次のとおり。 

 

●チョロシュ首相発言 

－私（チョロシュ首相）は，ＮＡＴＯワルシャワ首脳

会合における優先課題と同会合に対する期待について

強調した。我々は，東部方面におけるＮＡＴＯのプレ

ゼンスが増強されることを望んでおり，ルーマニアは，

ただ言葉ではなく，東部方面におけるＮＡＴＯのプレ

ゼンス増強に対してリソースを投入して具体的にコ

ミットする用意があることを強調した。今後数週間内

に，ワルシャワ首脳会合で議論の土台となる実際的な

提案を行う予定である。 

－ルーマニアはすでに，ブルガリアやトルコといった

隣国との協力を強化する取り組みを開始しており，ロ

ーテーション部隊を派遣している他の同盟国ともこう

した関係を築いていくことを期待している。 

－国防費については議会政党と大統領との間に政治的

合意が存在し，政府としては，来年度には国防費を対

ＧＤＰ比２％とするための努力を継続しているところ

である。これらの予算は，部隊の生活向上及び武器・

装備の購入に充てられる。 

 

●ストルテンベルグ事務総長発言 

－ルーマニアが自国の国防予算増加にコミットしてい

ることを評価する。国防予算の増加は，変化した世界

においてＮＡＴＯが安全保障上の挑戦に対応する上で

不可欠である。 

－ルーマニアは，多国籍師団司令部というＮＡＴＯの

重要な施設を受けて入れている。同司令部は，昨年１

２月から運用を開始しており，ＮＡＴＯの防衛力強化

に貢献するだろう。 

－昨年，私（ストルテンベルグ事務総長）は，ＮＡＴ

Ｏが東方の８つの同盟国に設置したもののうちの一つ

であるブカレストのＮＡＴＯ連絡・調整部隊司令部を

訪問した。同司令部は，必要な場合には，ＮＡＴＯ部

隊が素早くルーマニアに展開されることを支援するも

のである。 

－また，ルーマニアは，ＮＡＴＯにとって死活的に重

要なミサイル防衛システムの一部をデヴェセル空軍基

地に受け入れている。 

 

■オランダ関係 

・９日，チョロシュ首相はオランダを訪問し，ルッテ

蘭首相と会談した。同会談後に行われた共同記者会見

におけるチョロシュ首相を中心に，国営「アジェルプ

レス」通信から概要次のとおり。 

－チョロシュ首相は，「昼食を共にしつつ，（ルッテ

首相に対し）ルーマニアの政治・経済情勢の詳細につ

いて説明することができた。現下のルーマニアの政

治・経済的安定は，外部からのモニタリングをもはや

必要としないほどルーマニア社会が成熟したもので

あることを示すものであり，また，汚職対策や司法の

独立の確立に対する責任を担えることを示している。

こうした議論は，欧州のパートナー諸国がルーマニア
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のシェンゲン加入に対する政治的決断に関する立場

を決定する際にも重要である」旨述べた。 

－さらに。チョロシュ首相は，「過去数年間実現して

こなかったが，ルーマニアの現実を説明する上で，こ

うした首相レベルによる対話が重要であると考える。

何故なら，ブラッセルや他のＥＵ加盟国における決定

はしばしば現実の理解に基づかない表面的な分析に基

づいてなされてきたからである」旨付け加えた。 

－このほか，チョロシュ相は，欧州沿岸・国境管理庁

(European coast and boarder security agency）をル

ーマニアに誘致することへの関心を表明した。 

－これに対し，ルッテ首相は，本年１月に公表された

ＣＶＭ（協力・検証メカニズム）の進捗に関する欧州

委員会報告書は，ルーマニアにおける司法改革及び汚

職との戦いに大きな進展があったことを確認した旨

応えた。 

 

■中国関係 

・１１日，ルーマニアを訪問した王（Wang Xiaohui）

中国共産党イメージ・コミュニケーション部副部長兼

中国共産党中央委員会政治研究所副所長は，ブカレス

トで開催された「オヴィディウ・シンカイ」社会民主

主義研究所主催の国際会議において，中国は中国にと

って重要な貿易パートナーであるＥＵとの更なる関係

強化を望んでおり，ＥＵ加盟国となったルーマニアが

中国・ＥＵ関係強化に資することを期待する，ＰＳＤ

がＥＵ・中国関係の要となることを望んでいる旨発言

した。同日，王副部長は，ネアクシュＰＳＤ事務局長

（注：同党Ｎｏ．３）と会談した。 

 

■韓国関係 

・１４日，ルーマニア外務省はプレスリリースを発出

し，１３日付で韓国との間で結ばれていた査証免除に

関する協定を改定し，両国のビジネスマン及び労働者

がそれぞれの国において１８０日間のうちに９０日以

内であれば査証なしでそれぞれの国に滞在できること

となった旨発表した。また，同発表によると，両国国

民の労働許可取得申請についても，これまで条件とな

っていた長期滞在査証の取得なしに，同許可取得申請

ができることとなった。 

 

■ブリュッセルにおけるテロ事件 

・２２日，ベルギーのブリュッセルで発生したテロ事

件に関し，ヨハニス大統領が訪問先のトルコから同事

件を非難するコメントを出したほか，チョロシュ首相

及びコマネスク外相が同事件を非難する声明を発出し

た。チョロシュ首相による声明の概要は次のとおり。 

－ルーマニア政府は，今朝，ブリュッセルで発生した

爆発事件による惨状に衝撃を受けており，事態を憂慮

している。ルーマニア政府は，このような暴力の発露

を断固として非難する。ベルギー政府に対する支援を

表明するとともに，欧州の安全保障を強化し，このよ

うな状況の発生を防止しようとする欧州の取り組みを

支持する。被害者の御遺族に対する弔意を表するとと

もに，ルーマニア国内においては治安強化のために必

要なすべての措置を講じることを約束する。 

 

■軍事・安全保障 

・１日，シュツットガルト（ドイツ）の米欧州軍司令

部において，両国国防省・軍関係者間による意見交換

が行われ，両国間の戦略的パートナーシップに基づい

て，弾道ミサイル防衛，ＮＡＴＯ即応行動計画の実施

及び合同演習の実施等，軍事分野における協力を強化

することの重要性が確認された。 

・３日，モトク国防相は２０１５年の国防省年次活動

報告において，同年のルーマニア軍の活動状況，兵器

更新状況について概要次のとおり報告した。 

－４００の合同軍事演習を実施し，７６４名の兵士を

海外派兵。 

－９６の調達プログラムを実施。調達機材としては，

多目的航空機，スパルタン短距離輸送機，ピランハ８

輪駆動兵員輸送車，ＩＡＲ ３３０プーマ海軍ヘリコ

プターがあり，このほかＣ－１３０輸送機の電装が含

まれる。 

・１６日，海軍が保有する２隻の２２Ｒ型フリゲート

艦「フェルディナンド王」及び「マリア王女」の第二

次艤装計画に関する入札情報が公開された。国防省が

公開した情報によると，第二次艤装計画により本件２
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隻のフリゲート艦には，艦対空ミサイル，対艦ミサイ

ル，対艦ミサイル防御システム及び高感度センサーが

搭載される。 

・２１日，黒海ローテーション部隊１６（ＢＳＲＦ１

６）による合同演習「Platinum Lynx 16-3」が開始さ

れ，ルーマニア陸軍第９機甲化旅団「マラシェシュテ

ィ」及びルーマニア海軍海兵隊第３０７大隊から１２

０名の兵士が参加した。同演習は，ルーマニア国内の

ババダグ演習場（ルーマニア東部，黒海沿岸地域）に

おいて３月２７日まで行われる。 

・その他の国防省，軍関係者の往来 

－１７日，モトク国防相はトルコを訪問し，イルマズ・

トルコ国防相と，ＮＡＴＯワルシャワ首脳会合準備状

況，ＮＡＴＯ東部方面における同盟国同士の協力強化

の必要性等について意見交換した 

－１７～１８日，チューカ統合参謀総長はブルガリア

を訪問し，ポポフ・ブルガリア統合参謀総長と，ＮＡ

ＴＯ即応行動計画の実施状況，ＮＡＴＯワルシャワ首

脳会合の準備状況，黒海地域における両国の軍事協力

の進展等について意見交換した。 

－２１日，モトク国防相は，ルーマニアを訪問したネ

ンチェフ・ブルガリア国防相と，ＮＡＴＯ東部方面，

とりわけルーマニア，ブルガリア両国の責任領域にお

ける安全保障を確保するため，旅団規模のＮＡＴＯ軍

がルーマニアに駐留することの可能性等について意見

交換した。 

－２３日，モトク国防相はフランスを訪問し，ル・ド

リアン仏国防相と，国防・安全保障システムの強化，

ＮＡＴＯ及びＥＵによる戦略的措置採用の促進，ＮＡ

ＴＯワルシャワ首脳会合を念頭においた欧州の新たな

脅威に対応するための二国間協力等について意見交換

した。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

 

【１月分統計】 

（１）鉱工業 

 １2月 １月 

工業生産高  ２．２％ ▲１．２％ 

工業売上高(名目)  ４．４％ ▲１．７％ 

工業製品物価指数 ▲１．７％ ▲２．０％ 

新規工業受注高(名目)  ６．１％ ▲３．７％ 

工業売上高(名目)，新規工業受注高（名目）が減速。 

 

（２）販売 

 １２月 １月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  

１３．０％ １５．６％ 

自動車・バイク売上高 １５．７％ １５．２％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．４％ 

EU ２８か国

２．０％ 

ユーロ圏 

２．０％ 

EU２８か国

２．８％ 

小売業売上高が加速。 

なお，小売業売上高（ユーロスタット）では，ルー

マニア（１５．６％）が最も増加し，次いでエストニ

ア（８．９％），ポーランド（７．５％）。 

 

（３）その他 

建設工事 １２月 １月 

８．８％ ８．８％ 

  

（４）輸出入 

輸

出 

１２月 １月 

€39億4，220万 

（３.８％） 

€４１億１，７７０万 

（▲１.６％） 

RON116億8,610万 

（４．５％） 

RON１８６億４,５２０万 

（▲０．６％） 

輸

入 

€51億1,710万 

（１２．４％） 

€４５億４０万 

（３．１％） 

RON229億7,660万 

(１３．３％) 

RON２０３億７,７７０万 

(４.１％) 

 １月の輸出は前年同月に比べ減少。輸入は増加。 
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 【２月分統計】 

・消費者物価指数  

 １月 ２月 

全体 ▲２．１３％ 

（０．１１％

対前月比） 

▲２.６８％ 

（０.２４％ 

対前月比） 

食料品価格 ▲６.２９％ ▲６．４７％ 

非食料品価格 ０．１２％ ▲０．５４％ 

サービス価格 ０．６５％ ▲０．３１％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

０．３％ 

EU２８か国 

０．３％ 

ユーロ圏 

▲０．２％ 

EU２８か国 

▲０．２％ 

 消費者物価指数(ユーロスタット)では，キプロス

（▲２．２％）が最も低く，次いでルーマニア（▲２．

１％），ブルガリア及びスペイン(▲１．０％)。 

 

【その他統計】 

・８日，ＩＮＳは，２０１５年第４四半期のルーマニ

アのＧＤＰ成長率(暫定値)を対前年同期比３．７％（季

節調整前），及び３．８％(季節調整後)，また対前期

比では１．１％(季節調整後)で据え置いた。更に，２

０１５年通年のＧＤＰ成長率は対前年比３．７％(季節

調整前)で据え置いた。２０１５年のＧＤＰ成長率に大

きく貢献した分野は，卸売・小売業(１．０％)，建設

業(０．６％)，情報通信業(０．６％)，工業(０．５％)

であり，それぞれのＧＤＰ構成比率は卸売・小売業(１

５．８％)，建設業(７．４％)，情報通信業(５．７％)，

工業(２３．２％)。農林水産業は－０．５％と唯一の

負の貢献となり，ＧＤＰ構成比率は４．２％。 

・８日，ユーロスタットは，２０１５年第４四半期の

ＧＤＰ成長率を対前年同期比で１．８％(ＥＵ２８か

国)，１．６％(ユーロ圏)と発表。 

 

■ＩＭＦ，国際機関関係 

・２－１５日にかけて，ルーマニア経済・財政状況の

分析及び政府関係者との協議のため，バキール（Baqir 

Reza）団長率いるＩＭＦルーマニアミッションがブカ

レストを訪問。(８日付ナインオクロック紙)   

・１５日，ＩＭＦは，２０１７年ルーマニアの財政赤

字を対ＧＤＰ比で２％を目標とするよう提言。ルーマ

ニアは２０１６年１月から付加価値税率を２４％から

２０％に引き下げており，２０１７年１月からは更に

１９％まで引き下げる予定。２０１７年の付加価値税

率引き下げ等を延期することによって対ＧＤＰ比０．

７５％が確保できる。(ズィアルル・フィナンチアル紙) 

 

■産業界の動向 

・２月におけるフランスでのダチア新規登録台数は８，

８３８台になり，前年同月比で３３．７％増加した。

フランスの自動車市場全体は１３．０％増加した。２

月時点でのフランスでのダチアの市場占有率は５．３

０％となり，２０１５年の４．４８％から上昇した。(１

日付ズィアルル・フィナンチアル紙) 

・９日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（ＤＲ

ＰＣＩＶ）によると，２月の新規登録台数は８，０９

８台で，対前年同月比で３０．６９％増加した。(ＤＲ

ＰＣＩＶ) 

・独ダイムラー社の発表によると２０１６年４月から

セべシュ市の新工場で，メルセデスベンツ用９

G-TRONICトランスミッションの生産を開始する。投資

額は３億ユーロで，雇用者数は５００人。４月４日に

開所式が行われる予定。（１０日付ズィアルル・フィナ

ンチアル紙) 

・１５日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会(ＡＰ

ＩＡ)によると，１～２月にかけて，車両販売総額は対

前年同期比で１７．９％増加し，このうち自動車販売

総額は１２．２％増加した。また，２月の販売額は２

０１０年～２０１６年の過去７年間で最高。(ＡＰＩ

Ａ) 

・１５日，ＥＵの地理的表示保護制度の下，イバネシ

ュティチーズが登録された。これはトポロヴェニプラ

ムジャム，シビウサラミに続いて３品目のＰＧＩ登録

である。（アジェルプレス通信） 

・１６日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）は，２月に

おけるヨーロッパでのダチア自動車新規登録台数は 

２万９，２５７台となり，対前年同月比で９．１％ 

増加した。また，１～２月にかけて５万９，５３５台



ルーマニア月報 
 

- 8 - 

となり，対前年同期比で４．２％増加した。 (アジェ

ルプレス通信) 

・ＩＮＳがズィアルル・フィナンチアル紙に提供した

データによると，２０１５年ルーマニアからの輸出の

うち輸出企業トップ１０社が１７％，同企業トップ５

００社が７４％を占めていた。２０１５年の輸出企業

トップ３は，ダチア，Rompetrol Rafinare 及び

Honeywell Group子会社。(１６日付ズィアルル・フィ

ナンチアル紙) 

・ルーマニアは蜂蜜生産量の７０％を，フランス，ド

イツ，イタリア，オランダに加えて日本，中国等へ輸

出している。山田養蜂場の山田社長らが,１９日－２０

日ブラジュ市で開催された蜂蜜祭りを訪問。山田社長

はルーマニアから輸入しているアカシア蜂蜜が日本の

顧客に人気と発言。（２１日Digi２４テレビ） 

・２２日，フォード社は，２０１７年秋からクライオ

ヴァ市の工場でFord EcoSport(SUVモデル)の生産を

開始する予定と発表した。投資額は２億ユーロ。(ズィ

アルル・フィナンチアル紙) 

・２２日，タロム社取締役会は，HeinzmannＣＥＯ及び

TicleaＣＡＯを，経営不振等を理由に解雇した。運輸

省の検査によると，タロム社は労働法を遵守しておら

ず，また決められた経営計画を実施してこなかった。

HeinzmannＣＥＯは ２０１２年１１月１９日から４年

契約で任務を開始した。(２２付ズィアルル・フィナン

チアル紙) 

・２０１４年，ＥＵにおける一般廃棄物の一人当たり

平均排出量は約４７５キロであり，２００２年の５２

７キロというピーク時に比べて１０％減少した。各国

の排出量を比較した場合，最も少なかったのはルーマ

ニアで２５４キログラム(但しルーマニアのデータは

２０１３年の数値)であった。(２２日付ユーロスタッ

ト) 

・２４日，世界自動車工業会（International 

Organization of Motor Vehicle Manufacturers: ＯＩ

ＣＡ）によると，ルーマニアが自動車生産において，

ヨーロッパで第１０位に入った。(ズィアルル・フィナ

ンチアル紙) 

 

■投資関連動向 

・８日，２０１５年ルーマニアにおける純投資は，前

年比で８．４％増加し，約７１３億３，５００万レイ(約

１６０億ユーロ)であった。内訳は，輸送機器を含む設

備への投資が１０．８％，新たな建設が５．２％，そ

の他投資が１２．３％と，それぞれ増加した。(ＩＮＳ) 

・１８日，公共財務省の発表によると，日本格付研究

所（ＪＣＲ）は，ルーマニア国債の格付けを，外貨建

で「ＢＢＢ－／ポジティブ」から「ＢＢＢ／安定的」

に，またレイ貨建で「ＢＢＢ／ポジティブ」から「Ｂ

ＢＢ＋／安定的」に，それぞれ引き上げた。(公共財務

省) 

・２４－２７日にかけてブカレストで開催されるｔＩ

ＭＯｎ不動産フェアにて展示されている物件価格は，

１万８，９００ユーロ（アパート・部屋数１）から最

大は１９０万ユーロ（高級ペントハウス）に及ぶ。ｔ

ＩＭＯｎ不動産フェアでの平均物件価格は６万２，０

００ユーロで，去年の５万９，０００ユーロから上昇。

（２４日付アジェルプレス通信） 

 

■公共政策 

・１７日，公共施設屋内での喫煙を禁止する法律が施

行された。違反の場合，個人で１００～５００レイ（約

２２～８９ユーロ），企業で５千～１万５，０００レイ

（約１，１００～３，３００ユーロ）の罰金が課され

る。（アジェルプレス通信） 

・欧州基金省は，２月末の欧州基金執行率を６３．４

８％と発表。１月末の６３．４７％から上昇した。(欧

州基金省) 

 

■財政政策 

・２８日，公共財務省は，２月末のルーマニアの財政

収支は約７億８，８１０万レイ（約１億７，５００万

ユーロ），対ＧＤＰ比で０．１０％の黒字であったと発

表。前年同月末の財政収支は約２３億３，２５０万レ

イ（約５億１，８００万ユーロ），対ＧＤＰ比で０．３

３％の黒字であった。(公共財務省) 

 

■金融等 
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・１日，ルーマニア中央銀行は２月末の外貨準備高を

３０８億２，５００万ユーロ（１月末の３１６億７，

９００万ユーロから減少），金準備高は１０３．７トン

で不変と発表。(ＢＮＲ) 

・１５日，１月末の経常収支等について次のとおり発

表。 

(1) 経常収支は１億６，８００万ユーロの赤字。なお，

前年同期には３億１，１００万ユーロの赤字であった。 

(2) 外国直接投資 (ＦＤＩ) は，２億８，６００万ユ

ーロ。なお前年同期は２億９，９００万ユーロ。 

(3) 中長期対外債務は，２０１５年末から１．６％減

少して，６９９億４，４００万ユーロ (対外債務全体

の７８％) 。 

(4) 短期対外債務は，２０１５年末から０．４％減少

して，１９７億６，６００万ユーロ (対外債務全体の

２２％) 。(ＢＮＲ) 

 

■労働・年金問題等 

・１日，ＩＬＯ基準による２０１６年１月末の失業率

は，２０１５年１２月末の失業率から０．２％ポイン

ト減少し，６．５％となった。(ＩＮＳ) 

・９日，１月の平均給与(グロス)は，２，６８８レイ(約

６０３ユーロ)で，対前月比で８．３％減少。平均給与

(取り) は１，９４３レイ (約４３６ユーロ) で，対前

月比で８．１％減少。なお，平均給与(手取り)が最も

高かった業種は，情報・通信業(５，１１３レイ，約１，

４４７ユーロ)で，反対に最も低かったのは宿泊・飲食

業(１，１６３レイ，約２６１ユーロ)。(ＩＮＳ) 

・１８日，２０１５年第４四半期の１時間あたりの平

均賃金（対前年同期比）は，ユーロ圏で１．３％，E

Ｕ２８か国１．９％それぞれ増加した。なお，対前年

同期比で最も増加したのはルーマニア（＋１１．４％）

で，次いでチェコ（＋８．６％），ラトビア（＋７．７％）。

最も減少したのはイタリアとキプロス（－０．８％），

次いでオランダ（－０．４％），ルクセンブルグ（－０．

１％）。 (ユーロスタット) 

 

■格付（２０１６年４月８日付） 

Fitch 外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

    自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

・５－７日にかけて，ブカレスト大学日本研究センタ

ー主催による国際シンポジウム「日本文化の中心と周

縁」が開催された。同シンポジウムは今回で６回目を

数え，日本や欧州各国からの多くの日本研究者による

発表や議論が行われた。なお，同シンポジウムにおい

ては，石井大使が「日本の都市政策」についての基調

講演を行った。 

・１２日，第２０回日本語弁論大会が開催され，ルー

マニアで日本語を学習する若者が「大人とは」「日本

人が気づかない日本」というテーマで熱意のこもった

スピーチを行った。 

・２５日，当地全国紙Jurnalul National紙が計８頁

の日本特集号を発行した。同特集号においては，日本

企業の活動から，日本食，日本への観光，J-POP カル

チャーの紹介に至るまで，多岐に亘る日本関連情報が

紹介された。 

 


